
＜施設改修・整備＞
補助上限：5,000万円（1/2補助）

サステナブルな観光コンテンツ造成に必要な施設の改修・整備
（例：分散型かつ環境負荷を抑えたツアー実施に活用できる木道
整備、観光案内所として活用する既存伝統建築物の改修 等）
観光資源の適切な維持・活用に必要な施設の改修・整備
（環境配慮型バイオトイレの設置、多言語の地域ルール案内
看板の設置など）

取組内容 計画申請書（様式１）記載箇所

「Ⅱ計画の概要」

「Ⅲ事業の詳細」の「観光資源①～の（１）～（３）」

「Ⅱ計画の概要」の「本事業外の取組」と
「Ⅲ事業の詳細」の「観光資源①～の（２）具体的な取組内
容」の「本補助金以外において整備・購入するもの」

サステナブルツーリズム推進計画

本補助金の対象とする事業

＜設備・備品の購入＞
補助上限：500万円（1/2補助）

サステナブルな観光コンテンツ造成に必要な備品の購入
（例：地域の魅力を深く体験するツアーに必要な電動自転車等の
購入、伝統産業体験に必要な資機材 等）
観光資源の適切な維持・活用に必要な備品の購入

（例：自然観光資源の利用状況のモニタリングに必要な機器、
利用者の動線誘導のために必要な設備・物品 等）

✓

✓

✕

サステナブルツーリズム推進計画

本補助金事業外で取り組む事業

支援対象とならない取組（例）

本補助金の対象とする事業

✓

✓

本補助金外で取り組む事業

サステナブルツーリズム推進計画内に本補助金による支援を受けず
独自に実施する又は実施している取組がある場合はご記載ください。

２．補助金交付申請

受付時期：

３月下旬頃（予定）

申請者：各補助対象事業者※３

※３補助対象事業者：実際に事業を実施し、
財産管理をする事業者等

原則として、計画申請者が各交付申請を取り
まとめて提出してください

サステナブルな観光コンテンツ強化事業 補助対象事業概要

１．サステナブルツーリズム推進計画

申請締切：令和４年2月28日14:00

計画申請者：

次のいずれかに該当する者

・地方公共団体、DMO、民間事業者等

計画申請書（様式１）記載に当たって

（計画申請者）

本事業におけるサステナブルツーリズム※１推進計画※２や補助対象の整理は以下の通りです。
各地域に引き継がれた自然環境、文化・歴史、伝統産業等を観光資源としてフル活用し、同時に、経済・
社会・環境の正の循環によりそれらの持続可能性や価値を更に高める仕組みを、観光サービス・地域づく
りに実装するために実施する、施設等の改修・整備、設備・備品の購入等に係る経費の一部を補助します。
（国立・国定公園に係る事業については国立公園等を所管する環境省の協力を得て実施します。）

次の表をご参照の上、計画申請書（様式１）にご記載ください。

✕

※１ サステナブルツーリズム：訪問客、産業、環境、受入地域の需要に適合しつつ、現在と未来の環境、社会文化、経済へ
の影響に十分配慮した観光（UNWTOにおける定義）

※２ サステナブルツーリズム推進計画：本事業を進めるにあたって地域において作成していただく計画で、本公募の申請様
式に必要事項を入力いただいたもの。既に同一の趣旨を含んで策定されているものを上位計画とし、その内容を本計画に具
体的に展開する形で記載頂くことも可能。

（補助対象事業者）

プロモーション費用
Webサイトの作成費用
観光コンテンツ自体の造成費用
人件費・事務所光熱費等の経常的な経費

✕

✕

✕
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計画申請者
地方公共団体、DMO、民間事業者等

補助率と補助上限額
補助率：１／２以内
補助上限額：①設備・備品購入・・・１計画当たり500万円（下限は特にありません）

②施設整備・改修・・・１計画当たり5,000万円（下限は特にありません）

申請締切
令和４年２月28日(月) 14:00
※申請書の提出は電子メールのみ

サステナブルツーリズム推進計画

選定
有識者を含めた委員会等により、総合的に評価を行った上で選定

内定通知 （令和４年３月下旬頃）

交付申請者（補助対象事業者）
内示を受けたサステナブルツーリズム推進計画に参画している事業者
注 １事業者ごとに個別に申請（計画申請者がとりまとめて観光庁に提出）

補助率と補助上限額
補助率：１／２以内 補助上限額：内示した金額

申請受付期間
令和４年３月下旬頃

補助金交付申請

交
付
申
請
・
交
付
決
定

交付決定・事業開始 （令和４年３月下旬頃）

事
業
実
施

遂行状況報告書提出 （令和４年７月、10月、令和５年１月の末日まで）

完了実績報告書提出
（事業完了日から起算して１ヶ月を経過した日又は令和５年４月10日のいずれか早い日）

精
算 補助金の支払い

事業実施スキーム


